
１．はじめに 

高齢者生活支援ハウスの設置条件には、「居住部門

を指定通所介護事業所に合わせるか隣地に整備する

こと」、「入居者と地域住民との交流を図るための各種

事業及び交流のための場の提供ができること」が求め

られている。しかし、医療福祉拠点などをはじめとす

る社会資源が限られる中山間地域では、設置条件を満

足する用地は限られ、容易に拡充を行える状況にはな

い。また、入居する高齢者にとっても入居中不在とな

る自宅管理に対する課題が残り、空室が出た場合でも

容易に入居できる状況にはない。生活支援ハウスの運

用を拡充する前に、運営や整備を担う自治体と入居を

検討する高齢者双方に課題がある。そこで、本研究で

は社会資源が比較的豊かな札幌市における全 4 件の

生活支援ハウスを対象に入居者のニーズや地域との

関係性などを分析することを通じ、今後の計画や運用

上の課題を考察することを目的とする。本研究での調

査方法及び内容は表１に示す通りである。 

２．高齢者生活支援ハウスとは 

高齢者生活支援ハウスの入居対象者、生活環境等は、

表 2に示す通りである（2000 年 9月 27日 厚生省老

人保健福祉局長通知より引用）。札幌市の場合、入居

を希望する人は、居住地の区役所保健福祉課に申込み、

市役所での審査を経て入居決定となる。各生活支援ハ

ウスは市の委託先でそれぞれ管理、運営を行っている。 

３．対象ケースの概要 

３－１．事例A 

 事例 A は、ケアハウス、特養、介護老人福祉施設、

デイサービスセンターが併設された 3 階建の複合建

築である。その 1、2 階部分に高齢者生活支援ハウス

が計画されている。エントランスは、全部門で共用し

ている(写真 1)。居室は１階に 4室、2階に 16室配置 

されている。１階の居室は集会室に面し、2階の居室 

は談話室に面している。居室内には備え付けの家具は

なく、入居者の必要に応じてベッドや収納用具などを

自由に持ち込める(写真 2)。1 階の集会室では毎朝の

ラジオ体操や月 1回の健康管理、2階の談話室では懇

談会や誕生会などを開催する場として利用されてい

る。中廊下型の居室配置となっているが、共用空間を 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

札幌市の高齢者生活支援ハウスにおける入居者ニーズと居住環境に関する研究 
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●調査方法 

・調査時期：2016 年 9月から 2017 年 3月 

・調査対象：札幌市の高齢者生活支援ハウス 4件 

・調査方法：上記対象のうち 3件(事例 A,C,D)に訪問し、職

員(施設長と生活援助員の2人/事例)と調査時に共用空間

を利用していた一部の入居者(事例 A:80 代女性 1 名、事

例 C: 80 代女性 2 人、70 代男性 1 人、事例 D:80 女性 2

名)にヒアリング。さらに、観察、実測、図面分析を実施。

1件(事例 B)は、施設の運営上の都合により訪問調査の受

入が難しく事例 A,C,D のヒアリング項目と同内容のアン

ケート調査、パンフレットと図面による分析を実施した。 

●調査内容 

１．建物・運用に関して 

・行事について（入居者と地域住民との交流を図るための

各種事業及び交流のための場の提供） 

・防災（避難訓練や地域連携）、緊急時の対応、見守り状況 

・共用部分（集会室、相談室、調理室など）の使われ方 

・退居決定までの状況、退居者（この 5年または最近 10名）

の転居先（退居時の要介護度・転居先エリア・住居形態） 

・開設後の改修状況その他、運用にまつわる課題など 

２．入居者に関して 

・現入居者の年齢、居住年数、身体状況、入居前の住居（居

住地、住形態）、入居経緯、利用料、保証人（続柄・居住

エリア）、デイサービス利用状況（隣接地か別拠点か）、食

事の状況（自炊、配食、その他） 
・居室内への家具等の持込状況 ・入居者間や地域との交

流（来訪者の状況）、外出状況（買物、通院、散歩等） 

１．対象者 

原則として 60歳以上の一人暮らしの人、夫婦のみの世帯

に属する方及び家族による援助を受けることが困難な人で

あって高齢等のため独立して生活することに不安のある

人。収入制限はない。 

２．生活環境等 

居室（個室）18 ㎡以上（洗面所、便所、収納スペース、

調理設備等を含む）原則自炊。生活支援員が常駐。 
３．入居者が負担する費用 

収入に応じて月額 0～5万円。その他、光熱水費等の実費。 

表1．調査方法及び内容 

表 2．生活支援ハウスの入居対象者、生活環

図 1．事例 A 平面図(生活支援ハウス 1 階部



挟むことで圧迫感を感じにくい環境となっている。周

辺地域は工業地帯で、運送会社や高校などが所在する。 

３－２．事例B 

事例 Bは、特養とデイサービスセンターが併設され

ている。平屋建で、居室は片廊下型でＬ字状に配置さ

れている。生活支援ハウス部分と他部門とは明確に区

分けがなされており、専用の集会室や食堂が設けられ

ている。周辺は工業地域に隣接する住宅街であり、ス

ーパーやオフィスビルなどが至近に見られる。食堂は、

入居者の食事などの用途以外にも職員の会議の場と

して利用したり、町内会や地域のサークル活動の集ま

りにも貸し出している。廊下では、地域の保育園主催

で収穫祭時に園児が神輿を担ぎ生活支援ハウス全体

に賑わいをもたらせている。 

３－３．事例 C 

事例 Cには、デイサービスセンターが併設されてい

る。建物は 2階建で、居室は１階に 9室、2階に 11室

が片廊下型で配置されている。居室部分はプライバシ 

ーが保たれ落ち着きがある。吹抜を設け、廊下部分の

透明度を高めることにより採光に優れ、廊下から庭の

様子を楽しめる。共用部分を見ると、デイサービスと

の連絡通路前のスペースを集会室に充て、開放的な計

画がなされている(写真 3)。生活支援ハウス部分の専

用浴室がないため、デイサービスセンター部分の浴室

を共用している。周辺環境は、公園に隣接する閑静な

住宅街に位置している。 

３－４．事例D 

事例 Dは、運営法人の旧施設が老朽化したことに伴

い建て替えを行った際に、養護老人ホーム、生活支援

型ショートステイ、デイサービスセンター、地域交流

センター(写真4)と高齢者生活支援ハウスを含む複合

建築として計画された。建物全体は 4階建てで、その

1、2 階部分に生活支援ハウスの部門が配置されてい

る。エントランスホールは１ヶ所で、共用している。

居室は、片廊下型で各階に 10 室配置されている。本

事例では、入居者用の倉庫があり、冬の寝具などを収

納できる(写真 5)。共用室は、１階に集会室、2 階に

談話コーナーが設けられている。ともに仕切はなく、

通路を行き交う人の様子を感じ取れる開放的な造り

になっている。2階には、地域交流センターが設けら

れ、各部門の行事のほか、地域の老人クラブ、社交ダ

ンス、子育て支援サークル等の活動の場に使われてい

る。周辺は住宅街で、幼稚園や銀行やコンビニなどが 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4．事例 C平面図(生活支援ハウス 1階部分) 

図 5．事例 C平面図(生活支援ハウス 2階部分) 

図 2．事例 A平面図(生活支援ハウス 2階部分) 

図 3．事例 B平面図(生活支援ハウス部分) 



あり、最寄駅行きのバス停も至近にある。 

４．対象ケースの建築的特性と使われ方の特徴 

調査対象とした生活支援ハウス 4事例は、すべて複

合建築である。併設する各部門とは建物内で行き来で

きる。事例 Aの 2階部分では生活支援ハウスの居室と

ケアハウスの居室が隣接する。また、事例 Dの 2階で

は生活支援ハウスの居室が併設の養護老人ホームや

地域住民のサークル活動で利用される地域交流セン

ター等に接し、生活支援ハウス部分は事例 B及び Cよ

りも緩やかにゾーニングされている。そのため、事例

Aでは、生活支援ハウスの設置基準にある相談室、調

理室、宿直室、生活援助員室は併設のケアハウス部分

の間に配置し、共用している。 

事例 Dは、定員 100名の養護老人ホームが併設され

ている。他部門の入居者等も同じエントランスホール

を利用することから、外出時などに入居者間の交流が

生まれる。生活支援ハウス内にも専用の談話コーナー

があるが、養護老人ホーム側の談話ロビーなど、入居

者が建物内に複数ある共有空間を行き来する様子も

伺える。積雪により冬場の外出が困難な状況でも、複

合建築とすることで、他部門を利用する同世代の入居

者間や地域の人々との交流を可能としている。 

また、生活支援ハウスでは食事は原則自炊であるが、

病気時や手を負傷した場合などは許可制により養護

老人ホームで提供される食事を利用できる。 

 一方、事例B及び Cは生活支援ハウスの部分が明確

にゾーニングされている。図 4に示す事例 Cでは、生

活支援ハウス内に浴室が設置されていないため、入居

者はデイサービスの大浴場を利用する。大浴場は両部

門の境界部に配置されている(写真 6)。大浴場は、午

前中デイサービス部門で利用され、週 3 回 14 時から

19 時の間は生活支援ハウス部門で利用される。さら

に、生活支援ハウス 2階部分の居室前の廊下には居室

側と窓側に木製の手すりが設けられている(写真 7)。

廊下は歩行訓練に適した幅と全長があり、デイサービ

ス利用者が生活支援ハウス部分でリハビリを行って

いる。建物内の採光にも優れ、運用の工夫によって明

確なゾーニングがなされていても生活支援ハウスの

入居者とデイサービス利用者間の交流を生み出す。 

５．生活支援ハウスにおける入居者ニーズ 

 現入居者が生活支援ハウスへの入居を決めた理由

について、各生活支援ハウスで生活援助員からお話を 

伺い、その結果を表 3にまとめた。１人暮らしの不安 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

として、加齢変化や疾病の悪化等により、身体特性と

居住環境との間にギャップが生じたこと、雪かきなど

体力を要する家事が困難になってきたことなどが挙

げられる。そのほか、経済的な問題や虐待から逃れる

ためのシェルターとしてのニーズが同等に存在する

図 6．事例 D平面図(生活支援ハウス 1階部分) 

図 7．事例 D平面図(生活支援ハウス 2階部分) 

写真1．エントランス(事例A)      写真2．居室(事例A) 

写真3．開放的な集会室(事例C)   写真4．地域交流センター(事例D) 

写真5．入居者用倉庫(事例D)    写真6．ﾃﾞｲｻー ﾋﾞｽとの共用浴室(事例C) 

写真7．居室前廊下の手すり(事例C)   写真8．外出カード(事例A) 



ことが明らかとなった。入居費の負担の現状は、表4

の通りである。全入居者の約 7割が 0円(年収 200,000

円以下が該当)の負担となっている。 

６．入居者の退去状況 

この 5年間(2012年度から2016年度)における退去

者の状況について事例 A、C、Dの生活援助員にお話を

伺った。3事例で、この間の退去者は 41名であった。

次の居住先は、特養が 3名、ケアハウスが 6名、養護

老人ホームが8名、グループホームが 2名、サ高住が

5名、長期入院 8名、家族との同居が 6名、亡くなっ

た方が 3名であった。毎月の入居費用や要介護度の状

態により、次の居住先を見出すのは容易ではない。 

７．まとめ 

①札幌市の生活支援ハウスは複合建築で計画されて

おり、季節の催し等を隣接施設のスペースで開催でき

るメリットを見い出せた。隣接施設と緩やかにつなが

っており、生活支援ハウス入居者と隣接施設利用者間

の交流や地域との交流の機会も生み出している。 

②4事例とも隣接施設間を屋内通路で行き来でき、積

雪寒冷地域における高齢者の安全を確保しながらリ

ハビリにも活用できる環境として整備されている。 

③札幌市の場合、入居者は必ずしも隣接するデイサー

ビスを利用しているわけではない。ニーズに応じで社

会資源を選択できる札幌市独特の状況が見られる。 

④設置要件には、近隣との交流拠点を設ける要項があ

るが、今回の調査対象では事例 Dを除き、計画されて

いなかった。建物内の食堂や廊下で地域住民が参加す

る催しが開催されている事例もあるが、近隣との交流

は生活支援ハウスの立地条件により左右される。 

⑤入居者ニーズについては、低所得で住まいを求める

人、虐待高齢者など緊急的なニーズへの対応が一層求

められている。しかし、市が入居者を選定し、その後

生活支援ハウスの指定管理者に入居者情報が提供さ

れる現状の運営では、課題が残る。 

各事例では、開設以来 16 年以上住み続けている人

もおり、入居者の高齢化が進み、要介護認定を受ける

人も増えつつある。特養の受入が要介護3以上となり、

退居者の次の居住先はサ高住や疾病悪化に伴う医療

機関への長期入院、親族との同居などが主となってい

る。地域との交流については、立地環境で左右され容

易ではない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表4．調査時点の入居者1月あたりの費用負担（事例A,B,C,D N=77人） 

●     0 円：54人  ● 4,000 円：2人  ● 7,000 円：6人 

●10,000 円： 3人  ●13,000 円：1人  ●16,000 円：1人 

●19,000 円： 1人  ●22,000 円：2人  ●25,000 円：2人 

●30,000 円： 1人  ●35,000 円：4人   

※光熱,通信,管理費除く(所得に応じ 0円～5万円の 14段階) 

表3．現入居者の入居経緯（事例A,C,D N=58人 複数回答） 

１．心身の衰弱、親族による支援難に伴う不安（31人） 

・定年退職後、心臓病を患いながらアパートでの一人暮らしに

不安。親族からの生活援助も望めないため本人が申込。(C) 

・夫婦 2人で暮らしていたが夫が死去。その後、１人で一戸建

てに住み生活してきたが、家族が１人暮らしの状況を心配し、

転居先を探していた。(C) 

・一戸建ての住宅に軽度の知的障害のある長男と同居してい

た。長女は市外に在住。本人が最近入院し、退院後は今まで通

り自宅での生活は難しいと医師が判断したことにより、転居先

を長女が探していた。(C) 

・戸建住宅に夫と 2人暮らしをしていたが、夫が特養に入居し

た後、今後の生活に不安を感じ、本人が申し込みを行った。 

・夫と生活していたが、夫の死去後 1人暮らしをしていた。生

活していくことに不安を感じ、子どもとの同居は難しいので申

込みをした。(A) 

・戸建で夫と暮らしてきたが夫の死去を契機に別の区のアパ

ートの２階で１人暮らしをしてきた。アパートの階段の雪かき

等、体力を使う家事が困難になり、最低限の支援を得ながら安

心して生活できることを希望し本人が申し込みをした。(C) 

 

２．家族との関係（17人） 

・娘夫婦と 3人暮らしであったが娘の夫と折合が悪く、娘は疲

労困憊し今までの生活は困難と娘が転居先を探していた。(C) 

・夫婦 2 人で暮らしていたが、夫の DV により区外の長女宅に

避難し住んでいたが民間アパートの 2 階のため 1 人では階段

昇降ができないため、自宅に閉じこもる状況が続き、新しい転

居先を探していた。(D) 

・1人暮らしを続けてきたが、日中は家にいることが多く、4人

の子供との一緒の生活が現状では難しい。友人が生活支援ハウ

スに入居していたため、自分で判断して入居を決めた。(C) 

 

３．生活コストの問題（18人） 

・夫が死去し、アパートに住んでいたが、経済的にも負担が大

きく、一人暮らしに不安を感じ転居先を探していた。(C) 

・夫が単身赴任中の長女一家と同居してきた。長女の夫が札幌

に戻ってきたら、夫の両親と同居することが以前から決まって

いた。長女との同居解消後の転居先と金銭面の事を考え、家族

が申し込みをした。(C) 

・長男家族と同居していた。無年金者であり、長男の援助に加

え、本人が新聞配達のアルバイトにより生活費を捻出してい

た。その後、長男が死去したことにより生活が困難になり親族

からの生活援助が望めないため申し込みをした。養護老人ホー

ムにも入所依頼を行い、入所待機中である。(C) 

 

４．その他（8人） 

・養護老人ホームの食事が口に合わず、自炊したい。(D) 

・別の生活支援ハウスにて入居者間トラブルがあり移住。(A) 

・市営住宅で暮らしていたが家事全般が億劫になり、電話勧誘

や訪問販売にも苦慮して本人が申込。(C) 

・家族と戸建に居住していた。離婚に伴い住んでいた住居から

退居しなければならず、子供との同居も難しいため本人が申

し込みをした。(C) 

・アパートで独り暮らしをしていた。住んでいたアパートのカ

ビもひどく、転居先を探していた。市内在住の娘のマンショ

ンも狭く、同居はできないため本人が申し込みをした。(C) 

・ネット依存、借金により生活困難となり、家族が心配して申

込みをした。(A) 

・アパートの老朽化により退居を迫られていた。(A) 

・改築前の前身の施設から継続して入居している。(D) 
※生活援助員に対するヒアリング結果から一部抜粋した。各経緯の末尾
の括弧内のアルファベットは事例を示す。 

本研究は JSPS 科研費 16K00765 基盤研究(C)「積雪寒冷地域における高

齢者の冬期居住安定に資する生活支援ハウスの整備に関する研究」の助成

を受けたものである。 


